


















記 

 

１ 「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」及び

「取引適正化に向けた５つの取組」に基づき、中小企業・小規模事業者が賃上げの

原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の適切な価

格転嫁に向けた一層の環境整備を行うこと。 

２ 生産性向上に向け、可能な限り多くの中小企業・小規模事業者が各種の助成金を

受給でき、取り組みを進められるように支援の充実を行うこと。特に、事業場内で

最も低い時間給を一定以上引上げ、生産性向上に取り組んだ場合に支給される業務

改善助成金について、より実効性ある支援の拡充、要件緩和を早急に行うこと。 

３ コロナ禍や原材料費等の高騰により賃上げ原資を確保することが難しい中小企業・

小規模事業者において、賃金引上げが非正規労働者の雇用調整等につながることがな

いよう、特例措置として賃金引上げ幅に見合った新たな直接的給付金等支援策の創設

を早急に検討すること。 

併せて、雇用の安定や就職の促進のため、労働者の職業能力開発についても、支援

策の充実を図ること。 

 



別紙１ 

 

福岡県最低賃金 

 

１  適用する地域 

  福岡県の区域 

 

２ 適用する使用者 

   前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

  １時間９００円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

  法定のとおり 



別紙２ 

福岡県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  福岡県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額８４２円 

（３）発 効 日  令和２年１０月１日 

 

２ 生活保護水準 

（１） 比較対象者 

１８～１９歳・単身世帯者 

（２） 対象年度 

令和２年度 

（３） 生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の福岡県内人口加重平

均に住宅扶助の実績値を加えた金額（９８，１１０円） 

  

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額(註)と上記２の（３）に掲げる金

額とを比較すると福岡県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

 （註）１箇月換算額 

     ８４２円（福岡県最低賃金）×１７３．８（１箇月平均法定労働時間数） 

       ×０．８１７（可処分所得の総所得に対する比率）＝１１９，５５９円 

 

 



別紙３

(令和４年７月２１日任命：五十音順）

区分 氏　名 現　　　　　　職

平井
ひ ら い

　佐和子
さ わ こ

　西南学院大学法学部　教授

　◎平木
ひ ら き

　真
し ん

朗
お

　西南学院大学商学部　准教授

　〇丸谷
ま る た に

　浩介
こ う す け

　九州大学大学院　法学研究院　教授

河村
か わ む ら

　敏
と し

昭
あ き

　自治労全国一般福岡地方労働組合　書記長

小陳
こ じ ん

　武志
た け し

　日本労働組合総連合会　福岡県連合会　副事務局長

浜田
は ま だ

　紀子
の り こ

　UAゼンセン福岡県支部　次長

中村
な か む ら

　年孝
と し た か

　福岡県経営者協会　専務理事

松
ま つ

本
も と

　恭
きょう

子
こ

　福岡県商工会議所連合会　専務理事

吉岡
よ し お か

　秀樹
ひ で き

　福岡県中小企業団体中央会　専務理事

　

福岡県最低賃金専門部会　委員名簿

公
益
代
表
委
員

労
働
者
代
表
委
員

使
用
者
代
表
委
員

（注）◎は部会長、〇は部会長代理である


